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1. 目的 

平成 18年度にわが国で排出された廃棄物および副産物（以後、廃棄物等と略称）約 6.1億トンのうち、約 2.3億トンはが

れき、無機性の汚泥、鉱さい、土砂等、土石系に分類される廃棄物等であった。今後、老朽化した建築物の解体等による

土石系廃棄物等排出量の増加が予想されるのに対し、公共事業の削減により再利用される土石系循環資源の需要は減

少するとみられ、需給バランスの崩壊が懸念されている。 

本研究では、土石系廃棄物等のマテリアル・バランスを評価するため、廃棄物・副産物の排出、再生材への転換プロセ

スや需要プロセスに関わる物質フローを客観的に把握することができる投入産出表の枠組みを構築した。さらに、土石系

循環資源の需要先として亜炭廃坑の埋戻し事業、浚渫深堀り跡埋戻し事業等の新規事業の検討を開始している愛知県と

岐阜県を対象としたケーススタディにより、土石系循環資源の物質フローを整備するとともに、各事業の費用と便益に関す

る評価を行った。 

2. 内容 

本研究は図 1に示す枠組みに従い研究を行った。研究は、土石系循環資源フローを把握するための物質フロー分析と

循環資源を有効利用する事業を行った際の費用と便益の分析に大別される。 

2.1 物質フロー分析 

 物質フロー把握のためには、土石系廃棄物等の排出源別、

種類別、用途別に、排出量、中間処理量、最終処分量や、循

環資源としての再利用量に関するフローを、対象とする系内で

の移動および系外との移出入を区別して整理する必要がある。

以上の物質フローを体系的に把握可能な枠組 1)が、表１に提

案する土石系循環資源の投入・産出表である。この表において、

行の項目は、土石系の天然資材、再生資材、廃棄物・副産物

が品目別に列挙される。列の項目は、土石系資源に関連する

アクティビティであり、産業、自治体、家計消費、

搬入、搬出となる。表中の「＋」は投入、「－」は

産出を意味し、物量単位で数値が列挙される。 

表 1 で示す投入・産出表には、愛知県の数値

が記入されている。この表によって愛知県内の

土石系廃棄物等の排出から工事間利用、再利

用、最終処分の流れ、そして各プロセスにおける

取り扱い量も把握することが可能となる。以上より

愛知県を対象とする土石系廃棄物等の体系的

な把握が可能となった。 

2.2 土石系循環資源有効利用の費用と便益の

分析 

(1) 土石系循環資源の新規需要先となる事業

の概要 

表 2は、土石系循環資源の新規需要先である

図１ 研究の枠組み 

土石系資源の物質フロー分析
＜現在のフロー作成＞

生産活動生産活動

副産物・廃棄物処分

再生資材製造

副産物・廃棄物の排出源

及び資材投入先

天然資材

骨材製造

砕石製造

土砂製造
アスファルト合材製造

焼却・溶融

最終処分

再生骨材製造

再生砕石製造
再生土砂製造
再生アスファルト合材製造

建設業

その他産業

投入生産・排出

製品 副産物・廃棄物

一般廃棄物
建設廃棄物
その他の産業廃棄物

産出・投入表

入力・整理

費用と便益の分析

＜亜炭廃坑埋戻し事業＞ ＜深堀り跡埋戻し事業＞

（ケース１）
埋戻しに石炭灰、溶融スラグを

利用しない費用

シナリオ設定

（ケース２）
埋戻しに溶融スラグを

利用する費用

（ケース３）
埋戻しに石炭灰（逆有償）を

利用する費用

費用 費用

便益

事業実施による被害の減少額

（ケース１）

埋戻しを行わずに浚渫土砂

を最終処分する

費用
（ケース２）

浚渫土砂を埋戻し材に

利用する費用

（ケース３）

浚渫土砂と高炉水砕スラグを

埋戻し材に利用する費用

土砂・再生土砂
砕石・再生砕石
骨材・再生骨材

アスファルト合材・

再生アスファルト合材

その他

・排出量の設定

・需要量の設定

＜将来のフロー予測＞

・排出量の設定

・需要量の設定

＜将来のフロー予測＞

・亜炭廃坑埋戻し事業

・深堀跡り埋戻し事業

＜事業の選定＞

・亜炭廃坑埋戻し事業

・深堀跡り埋戻し事業

＜事業の選定＞

（ケース４）
埋戻しに石炭灰（逆有償）、

溶融スラグを利用する費用

便益

事業実施による

水産資源の増加

表１ 土石系循環資源の投入・産出表（愛知県の例） 
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亜炭廃坑の埋戻し事業と、浚渫深堀り跡の埋戻し事業の概要で

あり、事業に、溶融スラグ、石炭灰、浚渫土砂、高炉水砕スラグを

利用する。 

 (2)亜炭廃坑埋戻し事業における循環資源の有効利用 

亜炭廃坑埋戻しの充填材の母材にはキラ（砕石工場等の副産

物粘性土の加工製品）が使用される。母材の一部を溶融スラグと

石炭灰で代替できる。表 3に示す母材の配合ケースについて、そ

れぞれ事業費用を算定すると、ケース 1の事業費 11.7億円と比べ、

ケース 2では 800万円の増加、ケース 3は 3.1億円の減少、ケー

ス 4 では 1.5億円の減少となった。ケース 3、4 で費用が削減され

るのは、石炭灰が逆有償で取引されるためである。 

次に便益としては、①大規模な地震発生により危険地域全体

が被害を受けることを仮定した場合、②陥没被害が過去の陥没発

生頻度に従うと仮定した場合のそれぞれにおいて、公共施設地

下の亜炭廃坑を埋戻した場合に回避できる陥没被害額を算定し

た。①、②ともに再取得価格表示法を用いて対象施設の建設費

の算定を行った。①では、全対象施設の建設費の合計 51億 3千

3 百万円が便益となった。また、便益と各ケースの差から純便益を

求めると図 2 のような結果となり、ケース 3 の 42億 7千 6 百万円

が最大となった。②では、施設1件あたりの平均被害回避額と、過

去 37年間の記録に基づく陥没被害の発生頻度より便益を計算し、

すでに求めた各ケースの費用との差を純便益として表すと図 3 の

ようになった。純便益が負から正に転じるまでの期間が最も短い

のは、ケース 3の 62年であった。 

(3)浚渫深堀り跡埋戻し事業の循環資源の有効利用 

三河湾の浚渫深堀り跡埋戻しのため、三河湾の浚渫土砂、伊

勢湾の浚渫土砂、高炉水砕スラグの利用を検討した。使用材料

の組合せによるケース設定と事業プロセス別の単価を表 4 に示す。

また、各ケースについて事業費を算定した結果を図 4 に示す。浚渫土砂すべてを受入れ

地に処分するケース 1の費用 33億 2千 4百万円に比べ、三河湾と伊勢湾の浚渫土砂を

利用するケース 2では 3億 3千 4百万円の減少、三河湾の浚渫土砂と高炉水砕スラグを

利用するケース 3では 2億 1千 7百万円の増加となった。 

3. 結論 

 本研究で得られた主要な結果をまとめると、以下のようになる。 

・ 愛知県を対象とする投入産出表の作成によって愛知県での土石系廃棄物等の排出

源別、種類別、用途別に、排出量、中間処理量、最終処分量や、循環資源としての再利用量に関するフローを、対象

とする系内での移動および系外との移出入を区別して整理することができる。 

・ 新規事業先として亜炭廃坑の埋め戻し事業を実施する際には循環資源として石炭灰を利用することで費用削減面、

循環資利用量の面の両方において効果が得られた。浚渫深堀り跡埋め戻し事業においては、伊勢湾の浚渫土砂を

用いる際に費用削減面、循環資利用量の面の両方において効果が得られた。 
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表 3 亜炭廃坑埋戻し材の使用材料に関するケース設定 

ケース設定

母材として
使用する材料

粘土
キラ

砂キラ
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溶融
スラグ
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石炭灰
溶融
スラグ
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使用量（kg）

400 200 300 300 300 300 300 150 150

単価（円/ｔ） 1300 2400 1,300 2,200 1,300 -5000※ 1,300 -5000※ 2,200
費用（百万円）
費用削減効果（百万円）
費用削減率（％） 0 -1 27 13
※－は、循環資源排出業者からの費用の受け取りを表す。
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表 4 浚渫深堀り跡埋戻し材の使用材料に関するケース設定 

 

ケース設定

埋め戻し材として
使用する材料

浚渫土砂
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使用量（千㎥） 0 0 0 1,424 1,776 0 1,424 0 1,776
処分量（千㎥） 1,424 9,300 0 0 7,524 0 0 9,300 0
購入単価（円/㎥） 0 0 0 0 0 0 0 0 2,500
浚渫単価（円/㎥） 1,000 1,000 0 1,000 1,000 0 1,000 1,000 0
運搬単価（円/㎥） 500 500 0 500 1,500 0 500 500 0
揚土単価（円/㎥） 700 700 0 0 700 0 0 700 0
処分単価（円/㎥） 900 900 0 0 900 0 0 900 0
総費用(百万円)

ケース2
（浚渫土砂（三河湾）、
浚渫土砂（伊勢湾）

を利用）

ケース3
（浚渫土砂（三河湾）、
高炉水砕スラグを利用）

3,324 2,990 3,541

ケース１
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浚渫土砂（伊勢湾）を

最終処分
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埋戻し材として浚渫土砂
（三河湾）、浚渫土砂
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図 2 亜炭廃坑埋戻し事業 
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表 2 各事業の概要 

利用する循環資源 溶融スラグ 石炭灰 浚渫土砂 高炉水砕スラグ
愛知県での
年間発生量(千ｔ)

34 886 2,283 2152

埋戻しの容量
（千㎡）

工期(年)

事業の必要性

浚渫深堀り跡埋戻し

5

岐阜県A町の亜炭廃坑は、採掘後
長期間を経た現在でも、前触れ無
く陥没・沈下による被害を生じさせ
ている。将来、巨大地震が起きた
場合、深刻な被害が発生すること
が懸念され、亜炭廃坑の埋戻しが
必要とされている。

三河湾には土砂が不足した際に土
砂の採取を行い、その深堀跡が
320万㎥ほどあると予想されてい
る。近年発生している青潮の原因と
して深堀跡が問題視されており、こ
れらの埋戻しが必要とされている。
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図 4 浚渫深堀り跡埋戻しの 
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